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1――はじめに 

先日、拙稿「若年層の経済格差と家族形成格差～増加する非正規雇用者、雇用形態が生む年収と既

婚率の違い」（基礎研レポート、2016/7/14）にて、正規雇用者と非正規雇用者では年収差があること

や、男性では年収と既婚率が比例関係にあり、年収300万円あたりに家族形成の壁があることを示し、

年収300万円未満の雇用者人口を推計した。 

本稿では、若年労働者の状況について、さらに学歴別に詳しく見る中で、特に、「大学卒」や「大学

院修了」の非正規雇用者に注目する。1990年代以降、大学進学率が上昇する一方、非正規雇用者も増

えている。大学を卒業しても、必ずしも安定した仕事に就けるわけではない。現在、大学卒や大学院

修了の非正規雇用者はどれくらい存在し、当該層の年収の状況はどうなっているのだろうか。 

 

 

 2――学歴別に見た若年労働者の状況 

 1｜大学等進学の状況～大学進学率は 2015 年で

男性 55.4％、女性 47.4％。男性は頭打ち。 

まず、近年の進学状況を確認する。大学進学率

は、男女とも 1990 年代から大きく上昇し、2015

年では男性は55.4％、女性は47.4％であり、男性

ではやや頭打ちの状況である（図表１）。女性では

大学進学率の上昇に伴い、短大進学率は1996年よ

り大学進学率を下回って低下し、2015 年では

9.3％である。なお、大学院進学率は、男女とも微

増・横ばいで推移しており、2015 年では男性

15.0％、女性6.2％である。 

図表１ 短大・大学・大学院進学率の推移 

 
（注）過年度卒業者を含む値 

（資料）短大進学率や大学進学率は文部科学省「学校基本

調査」、大学院進学率は文部科学省「文部科学統

計要覧」から作成 
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 2｜若年労働者に占める正社員以外の割合～高学

歴ほど低いが大学卒 20.4％、大学院修了 12.3％ 

近年、若年層で非正規雇用者が増えていること

は冒頭に挙げたレポートで詳しく述べた通りであ

る。本稿では、学歴別の現状を確認する。 

厚生労働省「平成25年若年者雇用実態調査」に

よれば、在学中を除く若年労働者（15～34歳）に

占める正社員以外の割合は、中学卒で62.0％、高

校卒で 42.8％、大学卒で 20.4％、大学院修了で

12.3％である（図表２）。高学歴ほど正社員以外が

少ないが、現在、大学卒でも５人に１人、大学院

修了でも10人に１人は正社員ではない。 

 

3｜正社員以外の若年労働者の働き方選択理由～

大学卒や大学院修了では約６割が「不本意」 

 正社員以外の若年労働者が正社員以外として勤

務した理由は、「正社員求人に応募したが採用され

なかった」（27.4％）が最も多く、次いで「自分の

希望する会社で正社員の募集がなかった」

（16.7％）、「元々、正社員を希望していなかった」

（15.4％）と続く（図表３）。 

学歴別に見ると、「正社員求人に応募したが採用

されなかった」は高専・短大卒や大学卒、大学院

修了で多く、「元々、正社員を希望していなかった」

は中学卒で多い傾向がある。なお、大学卒・大学

院修了では、「正社員求人に応募したが採用されな

かった」と「自分の希望する会社で正社員の募集

がなかった」を合わせると約６割を示す。つまり、

大学卒や大学院修了の約６割は不本意な理由で正

社員以外の立場で働いていたことになる。 

 

4｜正社員以外の若年労働者の今後の希望～大学

卒の 54.4％、大学院修了の 70.7％が「正社員」希望 

 正社員以外の若年労働者の今後の働き方の希望

は「正社員」（47.3％）が約半数を占めて多く、「正

社員以外」（28.7％）が続く（図表４）。 

学歴別に見ると、「正社員」は特に大学院修了（70.7％）で多く、次いで大学卒（54.4％）で多い。 

図表２ 若年労働者（在学中を除く15～34歳）に占める

正社員と正社員以外の割合 

 
（資料）厚生労働省「平成 25 年若年者雇用実態調査」か

ら作成 

 

図表３ 正社員以外の若年労働者（在学中を除く15～34

歳）が正社員以外として勤務した理由 

 
（注１） 最終学校卒業後１年間に正社員以外で勤務した

在学していない若年労働者に理由を尋ねたもの。 

（注２） ３％未満の数値は省略 

（資料）厚生労働省「平成 25 年若年者雇用実態調査」か

ら作成 

 

図表４ 正社員以外の若年労働者（在学中を除く15～34

歳）の今後の働き方の希望 

 
（注）３％未満の数値は省略 

（資料）厚生労働省「平成 25 年若年者雇用実態調査」か

ら作成 
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3――学歴別に見た平均年収～大学・大学院卒の非正規雇用者の男性は 30 歳以上で年収 300 万円を越

えるが、同年代の中学・高校卒などの正規雇用者の男性の年収を下回る 

次に、学歴別に平均年収を推計した結果を示す。図表５・６より、性別や年齢階級、雇用形態が同

じであれば、平均年収は、中学卒＜高校卒＜高専・短大卒＜大学・大学院卒の順であり、高学歴ほど

年収は多い傾向がある。また、若い年代では学歴間の年収差は比較的小さいが、年齢とともに、その

差は拡大する。これは高学歴ほど年収水準が高く、年齢に伴う年収の増加幅も大きいためである。 

雇用形態による違いに注目すると、性別や年齢階級、学歴が同じであれば、平均年収は非正規雇用

者より正規雇用者の方が多く、年齢とともに両者の差は拡大する。また、その差や年齢に伴う差の拡

大は高学歴ほど大きい。例えば、高専・短大卒や大学・大学院修了の男性では、年収のピークである

50～54歳では正規雇用者の平均年収は非正規雇用者の２倍以上になる。 

大学・大学院卒の非正規雇用者に注目すると、男性では同じ年齢階級の中学卒や高校卒、高専・短

大卒の正規雇用者の年収をおおむね下回る。女性では40～44歳までは中学卒の正規雇用者の年収を上

回るが、45歳以上では逆転も見られる。また、高校卒や高専・短大卒の正規雇用者の年収は下回る。 

また、年収300万円という区切りで見ると、正規雇用者では、男性は学歴によらず25～29歳以上、

女性は高専・短大卒や大卒・大学院卒の 25～29 歳以上、高校卒の 35～39 歳以上、中学卒の 45～49

歳以上で300万円を上回る。 

図表５ 性・年齢・雇用形態・学歴別に見た平均年収（2015年） 

（ａ）男性（単位：万円） 

 正規雇用者 非正規雇用者 

学歴計 中学卒 高校卒 
高専・短

大卒 

大学・大

学院卒 
学歴計 中学卒 高校卒 

高専・短

大卒 

大学・大

学院卒 

～19 歳 226.1  226.3  226.1  --- --- 196.3  189.2  198.1  --- --- 

20～24歳 292.6  282.5  290.7  282.6  299.7  222.2  233.2  217.9  214.7  245.3  

25～29歳 372.3  332.2  337.5  349.0  401.0  254.7  225.9  241.7  241.6  283.1  

30～34歳 438.3  383.8  380.9  391.1  494.4  270.5  238.3  252.3  250.8  315.4  

35～39歳 498.2  394.3  422.5  448.1  587.4  289.6  254.3  263.9  275.4  361.1  

40～44歳 564.5  407.6  479.5  515.9  688.4  291.5  259.3  272.1  294.8  356.4  

45～49歳 645.6  417.7  514.7  580.7  823.2  312.7  265.7  275.4  327.6  441.6  

50～54歳 692.3  434.6  545.6  647.0  887.8  306.1  291.5  278.8  305.0  394.6  

55～59歳 660.3  462.1  542.1  630.5  842.5  321.8  277.7  286.4  307.2  421.5  

（ｂ）女性（単位：万円） 

 正規雇用者 非正規雇用者 

学歴計 中学卒 高校卒 
高専・短

大卒 

大学・大

学院卒 
学歴計 中学卒 高校卒 

高専・短

大卒 

大学・大

学院卒 

～19 歳 210.5  188.1  210.8  --- --- 187.7  182.6  188.4  --- --- 

20～24歳 277.9  220.6  255.2  278.8  293.2  210.0  186.2  203.9  211.4  231.1  

25～29歳 341.1  229.0  280.2  335.8  368.7  232.7  198.1  214.1  232.9  261.3  

30～34歳 373.1  251.3  299.5  360.9  424.7  240.1  219.8  221.0  240.3  278.3  

35～39歳 394.6  275.0  317.5  390.0  477.6  241.6  202.1  216.6  247.6  295.8  

40～44歳 427.2  283.7  349.7  431.5  561.3  236.5  211.8  220.0  246.5  294.7  

45～49歳 442.3  304.5  355.9  455.2  645.5  233.8  210.0  217.9  248.3  292.5  

50～54歳 445.5  310.5  368.9  464.7  681.0  234.8  210.7  220.5  253.0  297.8  

55～59歳 429.5  314.8  365.5  471.5  628.5  230.8  208.1  218.1  243.5  317.0  

（注１） 平均年収は、厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」の正規雇用者は「正社員・正職員計」、非正規雇用

者は「正社員・正職員以外計」の所定内給与額と年間賞与その他特別給与額から推計。 

（注２） 300万円以上に網掛け 

（資料）厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」から作成 
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図表６ 性・年齢・雇用形態・学歴別に見た平均年収（2015年） 

（ａ）男性 正規雇用者                （ｂ）男性 非正規雇用者 

 
（ｃ）女性 正規雇用者               （ｄ）女性 非正規雇用者 

 
（注）数値は図表５の学歴計以外のもの 

（資料）厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」から作成 

非正規雇用者では、男性は中学卒や高校卒では全ての年代で 300万円を下回るが、高専・短大卒の

45～49歳以上、大学・大学院卒の30～34歳以上では300万円を上回る。また、非正規雇用者の大学・

大学院卒の男性は、45～49歳以上で、おおむね400万円をも上回る。つまり、非正規雇用者の男性で

は大学・大学院卒で30代以上であれば、平均年収が300万円を上回るため、家族形成の壁に比較的ぶ

つかりにくいようだ。しかし、同じ非正規雇用者の男性でも、現在の40～50代は新卒で正規雇用者と

して働いた後の早期退職者が含まれている可能性もあり、20～30代とは労働者としての質が異なる可

能性を考慮する必要がある。また、非正規雇用者の女性では、年収300万円を上回るのは大学・大学

院卒の55～59歳の女性のみであり、その他の全ての層は 300万円を下回る。 

 

4――大学・大学院卒の年収300万円未満層の推計～30歳以上の非正規雇用男性で４割前後 

前述の通り、非正規雇用者の男性で大学・大学院卒の場合、30代以上で平均年収が300万円を上回

るため、家族形成の壁に比較的ぶつかりにくいようだ。しかし、これは平均値であり、年収300万円

未満層も少なくないことが予想される。よって本節では、大学・大学院卒に注目して、年収300万円

未満層の具体的なボリュームを推計する。算出方法は冒頭で挙げたレポートと同様であり、性・年齢

階級別に所定内給与額階級別の雇用者数分布を作成し、そこで「所定内給与額階級20.0～21.9万円以

下」を年収300万円以下と仮定する1。 

                                                
1 ただし、この仮定は、既出レポートでも記載の通り、男性正規雇用者の所定内給与額と年間賞与その他特別給与額から推
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図表７より、年収300万円未満の大学・大学院卒の男性は 25～29歳では43万人で、同年代男性の

正規雇用者と非正規雇用者を合わせた雇用者合計の 26.5％を占める。さらに、雇用形態別に見ると、

大学・大学院卒の25～29歳の男性では、正規雇用者で年収300万円未満は31万人（同年代の正規雇

用男性の21.7％）、非正規雇用者では12万人（同様に61.5％）となる。 

なお、図表６で示した通り、大学・大学院卒の非正規雇用者の男性では、30代以上で平均年収が300

万円を超える。しかし、図表７を見ると、当該層で年収300万円未満の割合は４割前後であり、年収

の平均値こそ300万円を超えるが、４割という決して少なくない層が年収300万円に満たずに、家族

形成の壁にぶつかりやすい様子がうかがえる。 

一方、大学・大学院卒の正規雇用者の男性で年収300万円未満は、20～29歳で約２割、30～34歳で

１割弱、35～39歳以上で５％以下であり、年収に起因する家族形成の壁にはぶつかりにくいようだ。 

                                                                                                                                                            
計した年収を参考にしているため、非正規雇用男性や女性における年収300万円未満層の人口は実際より少ない可能性が

ある。なぜならば、非正規雇用男性や女性では、正規雇用男性と所定内給与額階級が同等でも、年間賞与その他特別給与

額は少ない可能性があり、その場合、実際の年収は男性正規雇用者で想定したものより少なくなってしまうためである。 

図表７ 大学・大学院卒の「所定内給与額階級20.0～21.9万円以下」の雇用者数・性年代雇用者数に占める割合 

 男性 女性 

合計 所定内給与額階級 

20～21.9 万円以下 

合計 所定内給与額階級 

20～21.9 万円以下 

雇用者数

（万人） 

雇用者数

（万人） 

割合 

（％） 

雇用者数

（万人） 

雇用者数

（万人） 

割合 

（％） 

20～24 歳 合計 80  45  56.3  54  34  63.9  

正規雇用者 64  33  51.9  45  27  59.7  

非正規雇用者 16  12  73.8  9  8  85.4  

25～29 歳 合計 163  43  26.5  106  45  42.2  

正規雇用者 143  31  21.7  85  30  34.9  

非正規雇用者 20  12  61.5  21  15  72.4  

30～34 歳 合計 170  21  12.4  91  32  35.4  

正規雇用者 155  14  9.1  61  12  20.4  

非正規雇用者 15  7  46.6  30  20  65.6  

35～39 歳 合計 185  14  7.5  60  17  28.1  

正規雇用者 171  8  4.7  41  7  15.8  

非正規雇用者 14  6  39.6  19  10  55.5  

40～44 歳 合計 188  10  5.4  65  19  29.9  

正規雇用者 178  6  3.2  40  5  12.1  

非正規雇用者 9  4  46.0  25  14  59.1  

45～49 歳 合計 149  7  4.6  37  11  30.5  

正規雇用者 141  3  2.2  22  2  9.0  

非正規雇用者 9  4  42.6  15  9  61.7  

50～54 歳 合計 156  8  5.3  22  9  37.1  

正規雇用者 145  3  2.2  11  1  10.1  

非正規雇用者 11  5  46.7  11  8  61.3  

55～59 歳 合計 128  9  6.8  19  7  35.3  

正規雇用者 116  4  3.4  10  1  12.8  

非正規雇用者 13  5  38.6  9  6  59.8  

（注）厚生労働省「平成 27年賃金構造基本統計調査」の所定内給与額階級別労働者数から、各年齢階級別に所定内給与額

階級別労働者数の割合を算出し、総務省「平成27年労働力調査」の雇用形態・年齢階級別15歳以上人口と厚生労働

省「平成 26年就業形態の多様化に関する総合実態調査」から、雇用形態ごとに学歴別・年齢階級別・所定内給与額

階級別雇用者数を算出。 

（資料）厚生労働省「平成27年賃金構造基本統計調査」、総務省「労働力調査」、及び厚生労働省「平成26年就業形態の多

様化に関する総合実態調査」から作成 
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5――おわりに～学歴よりも正規雇用者か非正規雇用者かが年収に影響、若年非正規の待遇改善を 

本稿では、若年労働者の中で増えている大学・大学院卒に注目し、学歴別の非正規雇用者の割合や

年収の状況を確認した。 

1990年代以降、大学進学率は上昇し、現在、男女とも約半数が大学へ進学するようになっている。

同時期に非正規雇用者も増え、現在、若年労働者では大学卒の約２割、大学院修了の約１割が非正規

雇用者である。また、それらの多くは不本意な理由で非正規雇用者として働いている。 

また、学歴別に平均年収を推計したところ、男女とも年齢階級や雇用形態が同じであれば、年収は

高学歴ほど多くなっていた。また、いずれの学歴でも非正規雇用者より正規雇用者の方が年収は多く

なっていた。 

特に男性で家族形成の壁がある様子がうかがえる年収300万円という区切りに注目すると、男性で

は、正規雇用者は学歴によらず25～29歳以上で300万円を上回っていたが、非正規雇用者は中学卒や

高校卒の全ての年代、高専・短大卒の40～44歳まで、大学・大学院卒の25～29歳までは年収300万

円未満であった。非正規雇用者の男性の中で、比較的、年収水準の高い大学・大学院卒では、30～34

歳以上で年収300万円、40～44歳以上でおおむね400万円を上回っていたが、同年代の中学卒や高校

卒の正規雇用者の男性の年収を下回っていた。女性でも男性ほど顕著ではないが同様の傾向が見られ、

正規雇用者では学歴によらず年収 300万円を超える層が多いが、非正規雇用者で300万円を超えるの

は今回推計した中では大学・大学院卒の 55～59歳のみであった。また、非正規雇用者の女性で大学卒・

大学院卒の年収は、同年代正規雇用者の女性の中学卒のものは越えるが、高校卒は下回っていた。 

また、前述の通り、非正規雇用者の男性では大学・大学院卒で30代以上であれば、平均年収は300

万円を超えて比較的家族形成の壁にぶつかりにくいようであったが、実際に年収 300万円未満の雇用

者人口を推計すると、当該層の約４割が該当しており、決して少なくない層が家族形成の壁にぶつか

っている様子がうかがえた。一方、大学・大学院卒の正規雇用者の男性では、年収300万円未満層は

30代後半以上では５％未満であり、年収に起因する家族形成の壁にはぶつかりにくいようだ。 

以上より、現在の労働者の年収は、学歴よりも、正規雇用者か非正規雇用者かという雇用形態の違

いの影響の方が大きく、その状況は男性で顕著である。つまり、近年の日本社会では、学歴よりも、

学校卒業時の就職環境に恵まれるか否かが、将来の経済状況や家族形成の可能性に大きな影響を与え

る。ひと昔前は、大学を卒業すれば、安定した仕事に就きやすかったのかもしれないが、長らく続く

景気低迷により新卒時の労働環境に恵まれない世代では、大学を卒業しても必ずしも安定した仕事に

就けるわけではない。ただ、本稿では触れていないが、少子化による大学全入時代では大学卒業者の

質の問題も見る必要があるだろう。 

大学卒業者の質の問題は別の議論として、将来を担う世代における学校卒業時の労働環境に起因す

る不公平感は是正されるべきだ。第三次安倍内閣では「働き方改革」を重点課題として表明している。

「同一労働同一賃金」の実現や「最低賃金の引き上げ」などの議論を通じて、若年非正規雇用者の待

遇改善が進み、受けてきた教育を十分に活かせるような労働環境を望みたい。 

 


